
93.5% 71.8% 86.3%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

克雪、高齢者支援のために必要な施設整備や高齢者世帯等の冬期生活を支援する克雪体制整備のソフト対策を総合
的に実施する取り組み、及び克雪・利雪に関する先導的で実践型の技術を導入した施設の整備等に対して補助を行う。

補助率：１／２以内

実施状況

実施箇所数
　平成19年度：4箇所
　平成20年度：4箇所
　平成21年度：6箇所

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 124 124 124 77 0

執行額 116 89 107

執行率

会計区分 一般会計 上位政策 都市再生・地域再生等の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
豪雪地帯対策特別措置法第９条

関係する計
画、通知等

豪雪地帯対策基本計画(平成18年11月閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

豪雪地帯における安全安心な暮らしの確保を図るため、道府県豪雪地帯対策基本計画の推進に係る克雪・高齢者支援
施設整備及び克雪体制の整備に対して支援する。

事業番号 165

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名
豪雪地帯対策特別事業に必要な経費
（豪雪地帯対策特別事業費補助金）

事業開始
年度

昭和41年度 作成責任者

担当部局庁 都市・地域整備局 担当課室 地方振興課 課長　　山本　克也

交付予定自治体が申請をと

りやめたことや、契約価格が

予定を下回ったことにより、

執行率が低下している。 

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・本事業は、豪雪地帯の道府県に対する補助事業であるため、支出先である道府県の申請に基づき個々の道府県に対
し補助金の交付を決定している。
・補助金の交付を決定する際に工事設計書等により使途を把握するとともに、支出先の道府県が事業実施市町村の完
了検査を実施し、国は道府県から提出された実績報告書の内容を精査するとともに、必要に応じて現地調査を行うなど
して、事業目的に沿った効果的な使われ方になっていることを確認している。

見直しの
余地

本事業の実施により、道府県豪雪地帯対策基本計画が推進され、安全・安心な冬期生活を確保し産業の振興と民生の
安定向上が図られているところであるが、事業規模が小さく手法に問題がある等との理由により、本事業は平成２１年度
にて廃止。廃止に伴う経過措置として、平成２２年度は継続事業（３箇所）の残事業分に対して補助する。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【事業廃止】
本事業は事業規模が小さく手法に問題があること等から、平成２１年度限りで廃止。平成２２年度に継続事業の残事業分を補助し
て終了している。

補
　
記

【予算科目】
・056　都市・地域づくり推進費
　・95　都市・地域づくりの推進に必要な経費　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　　　　　（２１年度決算見込額）
　　　　・95016-1825-16　　豪雪地帯対策特別事業費補助金　 　 　１２４百万円　　　　　　　　　　１０７百万円

総事業費(執行ベース) － － －

執行率
交付予定自治体が申請をと

りやめたことや、契約価格が

予定を下回ったことにより、

執行率が低下している。 



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 
 

１０７百万円 

Ａ．道府県 
（３団体） 

１０７百万円 

【補助】 

豪雪地帯対策特別事業の 
指導及び助成 

Ｂ．市町村 
（６団体） 

１０７百万円 

間接補助事業者の指導及

び助成 

豪雪地帯対策特別事業の 
実施 

【間接補助】 
(単位:百万円)

国土交通省 
 

１０７百万円 

Ａ．道府県 
（３団体） 

１０７百万円 

【補助】 

豪雪地帯対策特別事業の 
指導及び助成 

Ｂ．市町村 
（６団体） 

１０７百万円 

間接補助事業者の指導及

び助成 

豪雪地帯対策特別事業の 
実施 

【間接補助】 



C. G.

費 使 途 金 額 費 使 途 金 額

計 43 計 0

豪雪地帯対策
特別事業費補
助金

豪雪地帯対策特別事業（節水型消雪
パイプの整備）

43

計 53 計 0

B.長岡市 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の

豪雪地帯対策
特別事業費補
助金

間接補助事業者の指導及び助成
53

A.新潟県 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）



【別紙】

No. 支出先
金額

（百万円）

1 新潟県 53

2 山形県 30

3 長野県 25

4

5

6

7

8

9

10

No. 支出先
金額

（百万円）

1 長岡市 43

2 尾花沢市 19

3 小谷村 14

4 鶴岡市 11

5 野沢温泉村 11

6 南魚沼市 10

7

8

9

10

※百万円未満は四捨五入しているため、合計した額と一致しない場合がある。

A.道府県（３団体）１０７百万円

Ｂ.市町村（６団体）１０７百万円


